　
まちなか定住促進事業補助金の手引き
１．事業の内容について
　株式会社まちづくり飛騨高山（以下、まちづくり会社という）は、中心市街地において、自己居住用の住宅の新築、取得、改修をしようとする者に対し、新築、取得、改修に要する費用の一部を補助します。
２．補助対象となる経費
⑴設計及び管理委託費
⑵整地費
⑶住宅の新築又は改修に要する費用
⑷住宅の取得に要する費用
⑸その他まちづくり会社が認めるもの
※土地購入費は除く。
※消費税は除く
３．補助率及び補助の額

補助対象経費の2分の1以内の額で、1,000千円を超えない額とする。
また、市外からの移住の場合は、補助対象経費の2分の1以内の額で1,500千円を超えない額とする。
ただし、居住者がいる住宅に移住する場合は補助金の額は300千円とする。
４．補助対象者の要件（下記要件全てを満たす者）
自己居住用の住宅を新築、取得、改修しようとする者で、次に掲げる要件を全て満たす者とする。
（1）当該住宅に移住する者があること
（2）申請者及び移住する者は、当該事業完了後、5年以上継続して当該住宅に定住する意思のある者
（3）地域住民との交流を積極的に図る意思のある者
（4）取得する住宅は、過去に住宅として利用されたことのある一戸建て住宅であること。
（5）高山市の飛騨高山ふるさと暮らし・移住促進事業補助金及びまちなか居住促進事業補助金の交付を受けていないこと。
（6）この要綱の規定によりまちなか定住促進事業の補助金の交付を既に受けた者でないこと。
（7）虚偽の申請その他不正な手段により中心市街地以外に住民登録をしていないこと。
５．住宅の主な要件
⑴高山市美しい景観と潤いのあるまちづくり条例第2条第1号に基づくまちづくりの方針に適合していること。
⑵新築又は改修に係る補助対象経費は市内に本店、支店又は営業所を有する事業者(個人事業者を含む。)に発注されるものであること。
⑶高山市の他の補助制度を活用している場合、補助対象経費が重複していないこと。ただし、高山市の子育て環境整備事業補助金を除く。
⑷この要綱の規定によりまちなか定住促進事業の補助金の交付を既に受けた住宅でないこと。
６．中心市街地の区域
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７．事業の流れについて
	申請者
	補助者

	
	


８．事業計画の認定申請について
　住宅を新築、取得、改修する場合、事業に着手する前に、「まちなか定住促進事業計画認定申請書(別記様式第1号)」に下記書類を添付し、まちづくり会社に事業計画の認定申請をしてください。
※認定申請後、まちづくり会社が事業計画書を審査し、認定したときに認定通知書を送付します。認定通知書を受け取ってから、事業に着手してください。
＜添付書類＞
	提出図書等
	特に記載を必要とする内容

	見積書
	補助対象経費の内訳の分かる見積書

	付近見取図
	方位、道路及び目標となる建物等

	求積図・求積表
※住宅と併用する店舗、事務所等その他これに類する用途の工事を併せて行う場合のみ
	延べ床面積、各用途の床面積、求積図、求積表

	建物各階の平面図
	方位、縮尺、寸法、間取り、各室の用途
開口部、防火戸、外壁の構造、諸設備の取り付け位置

	建物の色彩立面図
※屋根、外壁、軒天の工事を行う場合のみ
	マンセル値を記入

	写真
	新築の場合は建設予定地及び周辺の写真、住宅の取得又は改修する場合は住宅の外観及び工事する個所の写真


９．補助金の交付申請について
　住宅の新築、取得、改修が完了し、当該住宅に入居後、「まちなか定住促進事業補助金交付申請書(別記様式第9号)」に下記書類を添付し、まちづくり会社に補助金の交付申請をしてください。
※交付申請後、まちづくり会社が交付申請書を審査し、交付を決定したときに決定通知書を送付します。
＜添付書類＞
	提出図書等
	特に記載を必要とする内容

	添付資料目録
	添付資料項目一覧

	戸籍の附票等
	入居者全員の平成２７年３月３１日以降の住民登録地が確認できるもの

	契約書等の写し
	工事請負契約書又は不動産売買契約書、支払いを証する書類

	検査済証の写し
	建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７条第１項又は同条第２項の規定による検査済証又はその写し。ただし、同法第７条第１項又は同条第２項の規定による検査を受けなければならない場合に限る。

	完成写真
	建築物の外観、改修箇所等の完成写真

	不動産登記事項証明書
	※登記事項要約書でも可

	宣誓書
（別記様式第１２号（その１））
	（ア）　中心市街地への定住の意思について
（イ）　地域住民との交流を積極的に図る意思について
（ウ）　補助金を受給する目的で故意に中心市街地以外に住民登録等をしていないこと。
（エ）　補助金の返還について


10．補助金の請求について
　上記９で補助金が決定した場合、決定日から1か月以内に、「まちなか定住促進事業補助金交付請求書(別記様式12号)」に支払いを証明する書類(領収書の写し)を添付し、まちづくり会社に提出してください。


別記様式第1号(第5条関係)

年　　月　　日
株式会社まちづくり飛騨高山
代表取締役社長　北　村　　斉
申請者　住所　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　印
電話　　　　　　　　　　
まちなか定住促進事業計画認定申請書
　まちなか定住促進事業補助金交付要綱第5条第1項の規定に基づき、まちなか定住促進事業計画について、下記のとおり認定を申請します。
　申請にあたり、私は暴力団員等若しくは暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有する者でないことを宣誓します。
　なお、本申請の審査を行うにあたり、必要に応じ、私の高山市税の滞納の有無を照会すること及び暴力団との関係について岐阜県警察本部に照会することを承諾します。
記
1　事業計画名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2　事業計画書　　　　別紙のとおり
事業計画書(まちなか定住促進事業)

	事業を行う場所
	高山市　　　　　町　　　　　番地

	申請者
	氏名
	　

	
	現住所
	　

	
	電話
	　　　　(　　　　)

	当該住宅へ入居する申請者以外の者
※　8人以上の場合は別紙に記入し添付すること。
	氏名
	続柄
	現住所

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	家屋所有者
※複数いる場合は別紙に記入し添付すること。
	氏名
	　

	
	住所
	　

	
	電話
	　　　　(　　　　)

	住宅の概要
	構造
	　

	
	高さ
	　　　　　　　　m

	
	階数
	地上　　　　階　　　地下　　　　階

	
	建築面積
	　　　　　　　　m2

	
	延べ面積
	　　　　　　　　m2

	
	下水道への接続
	有・無(　　　　　　　　　　)

	
	屋根
	仕上材
	　

	
	
	仕上色
	　

	
	外壁
	仕上材
	　

	
	
	仕上色
	　

	
	軒天
	仕上材
	　

	
	
	仕上色
	　


	住宅及び住宅と併用する店舗・事務所・賃貸住宅等その他これに類する用途及び業種
	各業種の専有面積
	　
	用途
	業種
	専有面積(m2)

	
	
	1
	住宅
	　
	　

	
	
	2
	　
	　
	　

	
	
	3
	　
	　
	　

	
	
	4
	　
	　
	　

	
	
	5
	　
	　
	　

	建築確認申請
	済・予定・不要

	事業工程
	着手(購入)予定日
	　　　　　　年　　　月　　　日

	
	竣工予定日
	　　　　　　年　　　月　　　日

	
	入居予定月
	　　　　　　年　　　月

	
	補助金申請予定月
	　　　　　　年　　　月

	設計請負業者
	氏名(法人の場合は法人名及び代表者名)
	　

	
	住所
	高山市　　　　　町　　　　　番地

	
	電話
	 　　　　(　　　　)

	工事請負業者
	氏名(法人の場合は法人名及び代表者名)
	　

	
	住所
	高山市　　　　　町　　　　　番地

	
	電話
	 　　　　(　　　　)

	総事業費(税込)予定
	円　　　　　　　　

	補助対象経費(税抜き)予定
	円　　　　　　　　


別表第１（第２条、第４条、第５条、第１１条、第１３条関係）
	補助対象者
	自己居住用の住宅を新築、取得、改修しようとする者で、次に掲げる要件を全て満たす者とする。
（1）当該住宅に移住する者があること
（2）申請者及び移住する者は、当該事業完了後、5年以上継続して当該住宅に定住する意思のある者
（3）地域住民との交流を積極的に図る意思のある者
（4）取得する住宅は、過去に住宅として利用されたことのある一戸建て住宅であること。
（5）高山市の飛騨高山ふるさと暮らし・移住促進事業補助金及びまちなか居住促進事業補助金の交付を受けていないこと。
（6）この要綱の規定によりまちなか定住促進事業の補助金の交付を既に受けた者でないこと。
（7）虚偽の申請その他不正な手段により中心市街地以外に住民登録をしていないこと。

	補助対象経費
	住宅の新築、取得、改修に要する次に掲げる費用。
ただし、居住者がいる住宅に移住する場合は補助対象経費が3,000千円以上のものに限る。
（1）設計及び管理委託費
（2）整地費
（3）住宅の新築又は改修に要する費用
（4）住宅の取得に要する費用
（5）その他まちづくり会社が認めるもの
※土地購入費、改築、改修時の既存建物等の撤去費用は除く。
　※消費税は除く。

	補助率及び補助限度額
	補助対象経費の2分の1以内の額で、1,000千円を超えない額とする。
また、市外からの移住の場合は、補助対象経費の2分の1以内の額で1,500千円を超えない額とする。
ただし、居住者がいる住宅に移住する場合は補助金の額は300千円とする。


	備考
	補助金の額について千円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。


別表第２（第５条関係）
事業計画の認定申請に必要となる図書等
	提出図書等
	特に記載を必要とする内容

	見積書
	補助対象経費の内訳の分かる見積書
※補助対象経費と対象外経費が明確に区分されているもの

	付近見取図
	方位、道路及び目標となる建物等

	求積図・求積表
※住宅と併用する店舗、事務所等その他これに類する用途の工事を併せて行う場合のみ
	延べ床面積、各用途の床面積、求積図、求積表

	建物各階の平面図
	方位、縮尺、寸法、間取り、各室の用途
開口部、防火戸、外壁の構造、諸設備の取り付け位置

	建物の色彩立面図
※屋根、外壁、軒天の工事を行う場合のみ
	マンセル値を記入

	写真
	新築の場合は建設予定地及び周辺の写真、住宅の取得又は改修する場合は住宅の外観及び工事する個所の写真


別表第３（第６条、第８条関係）
事業計画の認定の基準
	内容
	項目
	指針

	全般
	　
	（ア）高山市美しい景観と潤いのあるまちづくり条例第2条第1号に基づくまちづくりの方針に適合していること。
（イ）新築又は改修に係る補助対象経費は市内に本店、支店又は営業所を有する事業者（個人事業者を含む。）に発注されるものであること。
（ウ）他の補助制度を活用している場合、補助対象経費が重複していないこと。
（エ）この要綱の規定によりまちなか定住促進事業の補助金の交付を既に受けた住宅でないこと。

	規格
	適切な室構成
	台所、水洗便所及び居室を備えていること。

	併用施設
	用途・規模
	店舗、事務所等その他これに類する用途が住宅と併用する建築物については、その用途が住宅又は周辺の居住者に風紀上、安全上及び衛生上又は生活環境を維持する上で悪影響を及ぼすおそれのないものとすること。
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＜お問い合わせ先＞


　株式会社　まちづくり飛騨高山


　電　話：０５７７－５７－８７６５


　ＦＡＸ：０５７７－５７－８７６４








